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21.東邦ガスネットワークの紹介

【当社都市ガス供給エリア図（2025年3月末時点）】

【導管部門の分社化（法的分離）】

従業員は東邦ガスからの出向

社名 東邦ガスネットワーク株式会社

本社所在地 名古屋市熱田区桜田町19番18号

主な事業内容 一般ガス導管事業 等

従業員数 999名（2025年3月末）

総資産 1,911億円（2025年3月末）

売上高 835億円（2024年度）

託送供給量 36.6億m3（2024年度）

供給区域
愛知・岐阜・三重3県で55市22町1村
（2025年3月末）

導管総延長 30,779km（2025年3月末）
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【小売全面自由化以降の主な導管整備】

4２．法的分離後の事業運営（都市ガスの普及拡大と安定供給）

• 分社化以降も、より広域の需要家へ安定的に供給するため、高圧・中圧路線の新設
など導管網の整備を進め、都市ガスの普及拡大と安定供給に努めている。

• また、ガス導管網の圧力や流量を監視し、注入・払出に係る託送供給依頼者との連携を
確実に行い、24時間365日、需要家への安定した都市ガス供給を維持している。

【メーター取付数、導管延長】 【24時間体制の供給監視・指令】

※建設中含む



5２．法的分離後の事業運営（保安の確保・防災対策）

• 2021年に策定された「ガス安全高度化計画2030（経済産業省）」の達成を目指し、
分社化後も保安の確保、防災対策の拡充、保安人材の育成に計画的に取り組んでいる。

• 特に東海エリアは、南海トラフ巨大地震による大きな被害が想定されている地域であるため、
導管の耐震化などレジリエンスの強化に向けた様々な取り組みを行っている。

【ガス安全高度化計画2030の概要】



6２．法的分離後の事業運営（保安の確保 ①経年管対策）

• 経年管対策は、リスクマトリクスに基づき、優先度の高い管種から順に計画的に推進。また、
AIによる漏えい予測を活用し、効果的にリスクを低減している。

• 対策に際しては、環境負荷が少なく低コストな非開削工法も活用しながら、耐震性と耐腐
食性に優れたポリエチレン管（PE管）への入れ替えを進めている。

白ガス管の接合部

✓ ねじ接合の亜鉛メッキ鋼管
✓ 土壌の特性によっては腐食が発生することがある
✓ 大規模地震時において接合部が抜けることがある

✓ 機械接合のダクタイル鋳鉄管
✓ 強度・伸びに優れる
✓ 経年等に伴い漏えいが発生することがある

地震被害の白ガス管腐食した白ガス管

✓ 融着接合のポリエチレン管
✓ 可とう性や柔軟性に優れ耐震性が高い
✓ 高い防食性能を有する

PE管(直管) PE管の接合部

【対策検討管（低圧）のリスクマトリクス】 【対策検討管（低圧）の残存推移】

【白ガス管の概要】 【DG管の概要】 【PE管の概要】



【非開削工法の開発】

7＜参考＞保安の確保に向けた取り組み（技術開発・DX）

【AIを用いた漏えい予測】

✓ AI/機械学習技術に当社が蓄積したガス導管
の各種データ※1を掛け合わせ、ガス導管の漏え
い予測・可視化※2を実現する手法を構築
※1 配管・建物・環境情報や漏えい履歴等
※2 導管1本1本に対して今後の漏えい確率

 を算出

✓ 既設白ガス管内にワイヤーを通し、既設管を切断・拡径しながら
新設PE管を引き込む工法

✓ 既設DG管内にロッドを通し、既設管を切断・拡径しながら
新設PE管を引き込む工法

✓ 第８回インフラメンテナンス大賞 経済産業大臣賞

引込装置の設置状況 新設PE管の引込状況

ワイヤーブレード工法（対象：白ガス管） STREAM工法（対象：DG管）

✓ 非開削工法は、工事区間の両端に掘削立坑を設け、そこからガス管を地中に引き込む工法。大規模な掘削を必要としないため

環境負荷が少なく、工期短縮やコスト削減が図れる。
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• 他工事事故による導管損傷を防ぐため、現場での立ち会いや、作業員への教育、他工事
団体との事故防止協定の締結等の対策を講じている。

• また、万一のガス漏れなどに備え、需要家等からの通報を24時間365日受け付けるとともに、
すみやかに出動し最適な保安措置がとれる緊急保安体制を整備。

• 小売事業者とは、定期的に保安推進連絡会議を開催し、ガス事故の発生状況の共有や、
事故防止に向けた協力などで連携し、保安の確保に努めている。

２．法的分離後の事業運営
（保安の確保 ②他工事事故対策・緊急保安等）

✓ 他工事事故に伴うガス事故を未然に防止する
ため、現場で立ち合い、ガス管の位置確認や
適切な工法確認等を実施

✓ 供給エリア内に19拠点を構え、24時間
365日体制で対応

【他工事事故損傷への対応】 【緊急保安対応】

✓ 保安推進連絡会議を毎年開催
ガス事故発生状況の共有、事故防止に
向けた協力要請等を実施

【小売事業者との連携】



9２．法的分離後の事業運営（防災対策①）

• 南海トラフ巨大地震等の発生に備え、「設備・緊急・復旧」の三つの観点から対策を推進。

①設備対策:ガス導管の耐震化等(耐震化率98％、2030年度100%を目指す)
②緊急対策:ガス供給を遮断するブロックの細分化等(106ブロック:10年前から約1.5倍)
③復旧対策:小売事業者20社と覚書※を締結。保安教育、合同防災訓練等を実施。

※「大規模災害時の連携・協力に関する覚書」

• 南海トラフ臨時情報発令時の体制を整備。昨年８月の臨時情報発令時には、解除まで
24時間のローテーション体制を敷き地震発生に備えた。

✓ 地震により、ある地域(ブロック)に被害が集中
した場合、二次災害防止のためその地域(ブ
ロック)への供給を遮断

✓ 供給停止の影響を最小限に抑え、早期復旧
を図る目的でブロックの細分化を進めている

【供給エリアのブロック細分化】

✓ 毎年、小売事業者とともに防災訓練を実施 ✓ メーター復帰や開閉栓等の教育を実施

【防災訓練】 【小売事業者への保安教育】



✓ 気象情報などの浸水リスク情報をリア
ルタイムに取得し災害対応に反映する
「気象情報システム」を導入
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✓ 合同訓練や双方の災害時活動に有効とな
る情報連携を強化

２．法的分離後の事業運営（防災対策②）

• 災害発生時の早期復旧と地域全体のレジリエンス向上に向け、行政機関や他のインフラ
事業者との連携を強化。

• 激甚化する豪雨などの風水害に備え、設備の浸水対策、気象情報システムによる情報
監視や浸水予測など様々な対策に取り組んでいる。

✓ 合同訓練や被害情報の共有等により、
都市ガス・水道双方の復旧を早期化

✓ 陸上自衛隊第10師団と大規模災害時の
相互協力に関する協定を締結

✓ 名古屋市上下水道局と災害時の相互
協力に関する協定を締結

【陸上自衛隊との災害時連携】 【上下水道局との災害時連携】

整圧器

気象情報システム

【風水害対策】
✓ ハザードマップの浸水想定水位にもと

づき整圧器をかさ上げ



11２．法的分離後の事業運営（保安人材の育成）

【技能選手権】  

• 人材育成では、職場教育(OJT)や技能訓練(OFF-JT)に資格認定制度を組み合わせ
た体系的な育成や、技能選手権の開催等を通じて、現場力の維持向上に努めている。

• 協力会社に対しても、技能訓練メニューや認定資格等を用意し、保安意識と技能の
向上を図っている。

【人材育成サイクル】 技能要件
✓ 分野別に必要な技能を整理
✓ システムにより個人の技能を

見える化

職場教育（OJT）
✓ エキスパートによる現場指導、

集合教育

技能訓練（OFF-JT）
✓ 41種類の訓練メニューを用意

資格認定制度
✓ 分野別に認定資格

を用意

【資格認定 緊急保安】【技能訓練 整圧器の点検】 【技能訓練 安全体感】



12２．法的分離後の事業運営（行為規制）

• ガス小売・製造事業者間の公正な競争のため、公平性・中立性の確保に向けた取り組
みにより、行為規制を遵守している。

• 体制面では、分社化に合わせ「導管等業務に関する中立性確保規程」を制定するととも
に、独立した監査部門を設置し、3線ディフェンス体制を整備。

• 教育面では、従業員への研修を定期的に実施し、社長からのメッセージや他業界の事例
共有を通じて、コンプライアンス意識の向上を図っている。 

【当社の3線ディフェンス】

●研修会テキスト●トップメッセージ

研修会冒頭には社長の動画
メッセージを掲載

監督

取締役会

監
査

監
査
部
門
（
考
査
室
）

業
務
遂
行
部
門

統制・支援

報告

1線

監査役

社長

報告指示

報告

意見

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
部
門

（
法
令
遵
守
・
情
報
管
理

責
任
部
署
）

2線 3線

✓ 行為規制の遵守に向け、年1回、全従業員向けの研修会を開催
✓ 研修の冒頭には、社長からの行為規制遵守に向けたトップメッセージ

を動画配信
✓ 研修会の内容は、行為規制の基本的な事項を網羅的に解説すると

ともに、時宜に応じたテーマを取り上げ、行為規制遵守に対するレベル
アップを図っている

【行為規制研修会】

報告 監査
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14３．今後の導管事業の課題と当社の取り組み
（導管事業の担い手不足への対応－担い手の全体像）

• 都市ガス普及拡大、安定供給、保安・防災対策を着実に推進するため、導管工事、ガス
設備の維持管理、緊急保安、検針などの業務を委託先である協力会社と従業員が一体
となって取り組んでいる。

• また、こうした担い手は、地震等の早期復旧には必要不可欠な存在。

導管工事 ガス設備の維持管理 緊急保安 検針

業務
概要

ガス本支管の
新設・入替

本支管・内管の
定期漏えい検査

ガスメーター取替
他工事への立ち
会い・巡回など

ガス漏えいへの
緊急対応

ガスメーター
指針値の確認

主な
担い手

委託先
当社従業員

委託先
委託先

当社従業員
委託先

当社従業員
委託先

子会社

従事者数 約750名※1 当社約50名
委託先約200名

約100名
当社約100名
委託先約50名

当社約100名※2

委託先約100名
約400名

委託先数 14社 ４社 10社 5社 6社 －

【導管事業における主な業務】

※1 本支管工事とは別に、供給管・内管工事に約1,650名が従事

※2 夜間・休日は、約100名とは別に、緊急保安業務担当部署以外の従業員約500名も輪番制で従事



15３．今後の導管事業の課題と当社の取り組み
（導管事業の担い手不足への対応－課題）

• 協力会社は担い手の確保に苦慮している状況。特に、導管工事を担う土木作業員は、
ここ数年、退職者数が採用者数を上回る傾向が続いており、従事者数が減少し始めている。

• 採用面では、3K(きつい、汚い、危険)のイメージに加え、優良企業が多い東海エリアでの
競争激化も影響。退職者は、高齢化の進展に加え、若手の中途退職等により増加。

• 今後も導管延伸や経年管対策を継続する必要がある中、工事会社における担い手の確保
は大きな課題と認識。

【本支管工事の担い手の状況】

✓ 2022年度以降、3年連続で、
退職数が採用数を上回る状況

✓ 高齢化が進行し、50代以上が
6割以上を占める

土木作業員の採用数・退職数の推移
(工事会社大手5社)

土木作業員の年齢構成
（工事会社大手5社）

工事組数の推移

✓ 担い手不足に伴い、工事組数も減少傾向



16３．今後の導管事業の課題と当社の取り組み
（導管事業の担い手不足への対応－工事会社支援）

• 担い手不足へ対応するため、工事会社と連携し、働き方改革や魅力ある現場づくり、省人
化・省力化に注力している。

• 工事会社の採用強化と離職防止の観点からも、休日増や賃金アップ、物価高騰等を適切
に反映した単価改定を実施している。

年間休日数※

【工事会社における処遇状況】

✓ 本支管工事単価は2016年度から足元にかけて継続的
に上昇

【工事単価の推移】

※工事会社組数による加重平均

✓ 働き方改革への対応、担い手確保に向けた取り組みにより、
週休２日ラインを上回る休日日数を確保



17３．今後の導管事業の課題と当社の取り組み
(導管事業の担い手不足への対応－ DX・新技術の開発・導入）

• 魅力ある現場づくり、省人化・省力化は、工事会社だけでなく、導管事業全体の共通
課題となっている。

• 課題解決のため、様々な業務領域でDXや新技術の開発・導入などに取り組んでいる。

スマートメーター

✓ 工事現場での手書き記録や事務所での竣工図作成をなくすため、
3Dスキャンで竣工図を作成するシステムを導入（省力化）

✓ 交通誘導員の人手不足へ対応するため、リモコンで制御可能な
信号機を開発・導入（交通誘導員の省人化）

✓ 現地に出向かなくても、電気防食設備の状態（電位等）を遠隔
で常時計測できるIoT機器を開発（維持管理作業の省人化）

✓ 遠隔通信可能なメーターを設置することで、現地検針から遠隔検
針へ切り替え（検針作業の省人化）

✓ ガス漏れ受付時、遠隔遮断による迅速な保安確保も可能
✓ 2024年6月から設置開始し、約33万台（約13％）設置済み

2030年代半ばまでに全需要家への設置を完了する見込み

【シンGO・ガイドシステム】 【３Dスキャン竣工図】

【電気防食データの遠隔計測システム】 【スマートメーター】



18４．まとめ

• 当社は、当エリアのガス需要を支える導管事業者として、小売全面自由化や法的分離
という変化にも適切に対応し、ガス導管事業を堅実に運営してきた。

• 今後も導管事業の健全な運営には、担い手不足や物価高騰等への対応が必要であり、
DXや新技術の開発・普及、適切な委託単価の水準確保などに引き続き取り組んでいく。

• 一方で、事業者の努力だけでは困難な課題もあるため、事業者の活動を支えていただく
ようなご支援をよろしくお願いしたい。
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